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「三田学会雑誌」85卷 2 号 （1992年 7 月）

家 計 労 働 供 給 の 理 論 と 検 証 （1 )
—— 理論の位置づけ ——

小 尾 恵 一 郎

課 題

この論文は労働市場の研究の現況報告である。家計の労働供給理論の構築と検証が一^^の課題と

なる。筆者はさきに家計の労働供給理論を設定して家計調査資料（1961〜6 4 ) を使い，余暇〜所得
⑴

選好関数のパラメタの計測を行った。その結果得られた結論はすくなくとも1961〜64年の観測期間 

にかんするかぎり，A 型 家 計 （夫婦と不特定数の15歳以下子女からなる家計）の非核構成員（妻）の労働 

供給行動は，核 所 得 （夫の収入）と非核構成員の収入機会（賃金率，指定労働時間，および自営（内職） 

収入率）を外生変数とするとき，家計の余暇 • 所得選好とその分布をあらわす6 個のパラメタ（1961 
〜64年を通じて定数）で叙述できる， という命題である。すなわち，非核構成員が雇用労働に就業す 

る 確 率 （ダ) ，自 営 （内職）労働に就業する確率（ゲ），および雇用と自営を兼業する確率（ダりは 

同一年度の核収入階層間で異り，年々にもまた変動するのだが，それらの横断面的，時系列的変動 

は，観測データの得られた1961年〜64年にわたって，選好関数にかんするただ6 個のパラメタで叙 

述でき，かつそのパラメタの値は4 年間を通して安定していることが見出された。 この家計調查資 

料 （1961〜64年）による分析は，それ自体首尾一貫したものであるけれども，さらに立入って考察さ 

れるべき点が残されていた。それはこの分析で自営収入率（t；であらわす）と企業側から与えられる 

指定労働時間（/Iであらわす）の値については直接に観測値として使える適切な資料がないために， 

これらの数値（I；とA) を観測期間の各年ごとにパラメタとして推定するという手続きをとったこ 

とである。 しかし，その後家計単位の観測資料（就業構造基本調査にもとづく）が整備され， v と h 
について直接に観測値として使用できると考えられる情報が蓄積されてきた（以下新資料とよぶ)。 

そこで今回の分析では， y とみの直接に資料から採取された1971〜1982年にわたる情報と，1961〜 

64年 資 料 （家計調査にもとづく ；以下旧資料とよぶ）によってパラメタとして推定されたこれらの値と 

の間の整合性の検討を行うことが可能となった。

新資料による余暇 • 所得選好関数の計測作業を述べるに先立って，まず労働供給理論の理論構成 

について概述しておかねばならない。理論は観測事実との整合性を考慮して構成されているため構

注 C 1 ) 小尾恵一郎（1983b) および K_ Obi (1987，1988)„
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成の根拠に立入ると長大な叙述が必要になる。であるから詳細については紙幅の制約上前掲（注 1 
所掲）文献にゆずらねばならないが， しかし最小限度， 要点を後の計測に直接必要な事項に限って 

記すこととする（第 2 節)。

供給理論に登場する選好パラメタの値を計測するには，観測値の発生するメ力ニズムと家計労働
( 2 )

供給の理論の間の対応関係（実験計画）の考察が必要である。 この点については別の場所で重層的市 

場の順位均衡モデルとの関連として触れたが，この稿ではそれらをさらに補う形で考察する（第 3 節）0
この稿の第二の課題。われわれが労働供給理論を構築する目的は， もちろん供給法則の把握にあ 

るが，窮極的には労働市場の実証理論を計量的に設定し，さらにそれを経済体系全体の変動と成長 

発展メ力ニズムの普遍的解明に結びつけることである。そしてこの労働市場の理論は重層的価格構 

造 （賃金較差）をもつ市場のメ力ニズムを叙述できるものでなくてはならない。そのことを示すた 

，め に この稿では労働供給の理論が経済体系全体の中に（換言すれば経済分析の他の分野との間に）占め 

る位置づけを述べている（第 1 節)。

なおこの稿では，重層的労働市場の理論の設定において考察しのこ した一つの問題すなわち労働 

需要側と供給側の理論構成の対称性にかんする問題が補論としてとりあげられている（第 4 節)。新 

資料を使った分析結果は続稿⑵において報告される。

第 1節労働供給理論の位置づけ

労働供給の理論を，理論の普遍性という視点から解するならば，経済発展の長期的なプロセスの 

各局面が，一般理論の中にそれぞれ特殊ケースとして含まれるような，そういう理論構成をもって 

いなければならない。周知のように発展プロセスは農業や伝統的サービス業などの在来的な，自営 

業中心の経済体系の中へ，近代的工業を一 3̂ の典型とする雇用労働中心の経済機構が導入されるプ 

ロセスである。 したがって普遍性をもった労働供給理論は，まだ近代的雇用労働の機会が導入され 

ない局面では自営業へ専ら労働供給（就業）し， 雇用労働機会が導入され増殖するにつれて， 専ら 

雇用労働への就業ないし雇用労働と自営労働への兼業的就業をおこなうという，供給主体をめぐる 

条件の変化に応じて展開される供給行動の広汎な仕組みを叙述できることが要請されている。

ここに雇用労働機会の特性とは，サイモン • クズネツ的視点からいえば，労働時間の調整が個々
( 3 )

の供給者のおもうままにならない，明示的あるいは陰伏的な，制約の存在する労働機会である。す 

なわち発展過程の中で自営労働と雇用労働の差は，後者においては主として複数の人間が同一場所 

に同一時間帯において集合して相関連した仕事（分業）に従事することが要求されている点にある 

(それであればこそ発展途上における教育は，学校という一つの場所に始業から終業まで複数人員が一緒に同じ 

作業 （学習）に従事するためのはじめての経験である初等教育が重視される）。

注 （2 ) 小尾，中島隆信，宮内環および小尾（1 9 8 3 b )，Obi (1987, 1988)。
( 3 ) 雇用労働における指定労働時間の重要性については小尾（1 9 8 6 )の p p .169〜1 7 2を参照。
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現代の労働市場においても家計の構成員には専ら雇用労働機会にだけ就業するもの，自営労働機 

会にだけ就業するもの，両者を兼業するもの，が実際に存在していることを種々の観測資料が示し 

ている。 したがって幸いなことに現代の資料を使ってこれらの就業機会への就業，兼業，非就業の 

条件とメ力ニズムを解明することにより，普遍的な労働供給理論の構築への観測資料面での可能性 

が開かれているということになる。

〔1 〕 労働市場の理論と供給理論

労働市場の理論， とくに重層的労働市場の理論は家計の労働供給理論と密接不可分の関係にある 

が，この関係は二つの意味において重要である。第一に，重層市場の理論の一つの柱である労働供 

給確率関数は家計の労働供給メ力ニズムの分析結果から導かれるものであること。そして第二に， 

家計の労働供給確率関数の計測およびその基礎にある余暇•所得選好関数のパラメタの計測におい 

て，重層市場の理論は資料発生メカニズムの解明のために不可欠の役割をはたすこと（これについ' 
ては第3 節で述べる）。

第一点を明らかにするために，また，以下の考察の基礎とするために重層的市場の順位均衡図式 

の概略を述べる必要がある。
( 4 )

図 1 - 1 はこれを示す。順位均衡モデルについては他の場所で詳しく考察したのでここでは以下の 

考察に必要な点だけを述べる。 第 4 象 限 （図の下半分）は雇用就業機会への応募（供給）者の需要が

図 1-1

注 （4 ) 小 尾 （1970，1975, 1978, 1983a)。
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側からみた選択順位G を縦軸にとっている。高順位のものから低順位のものへ累積した分布曲線 

G r ^ B A N で あ る (G maxは最高順位指標値を示す)。

労働生産(& の高い企業 1 (大手とよぶ）にとって許容しうる順位指標が又はそれ以上であると 

すれば，この企業は0 〜 iV ( G D 人を採用対象とするであろう。 しかしこの企業の適格（許容しう 

る）者 0 〜" （仏 ）人のうち何人がこの企業に供給してくるかは，供給確率関数K 订0 に依存して 

い る （w は企業が提示する賃金率) 。 もちろん O S " (外0 S 1 である。適格者の供給人員数はO M G i )  
X f i O V ) であり，この数と灰の関係を示すのが& S / 曲線である。 もし企業 1 が 0 〜 人 を 必 要  

としているならば，図から明らかな通り賃金率灰1 を支払わねばならない。なおここでは企業1 の 

労働需要曲線はの1ム1のように垂直に図示されている。これは企業 1 の生産関数が要素制限的生産 

関数であるばあい（レオンチェフ型固定係数はその一例）に相当する。われわれは他の場所で垂直では 

なく右下りの需要曲線を図示したことがあるが，こうすると需要曲線がG の値の変化と共に変位す 

る可能性を省略して図示したことになり，図の誤読をまねきやすいので，ここでは垂直のケースを 

とりあげてある。 企業 2 ( 1 より生産性の低い企業；中小とよぶ）が，G 2 又はそれ以上の順位指標を 

もつものを適格とみなし，か つ 〜 ん 2 人を必要とするときは，灰2 の賃金を支払わねばなら 

ない。図 の 点 L i およ び L 2 がどの位置にあるかは企業 1 ， 2 の生産物に対する有効需要に依存し 

てきまる。

なおこの図は企業 1 と 2 の間に較差のある賃金灰1 > 灰2が成立しており，かつ両者の雇用量が夫

々0 〜ム！（人) ，N i G O 〜 L 2 U O であるという事実が観測されているとき，その較差が発生して

いる状態を叙述することを目的とした図であることに注意する必要がある。実際，もし企業2 の必

要労働量がより多く，従って灰2 よりそしてよりも高い賃金を支払わねばならずかつ実際支払

い得たとすれば企業2 は，もはや企業 1 と立場が逆転して，2 が 「大手」，1 が 「中小」の位置にお 
( 6 )

かれることになるわけである。

有効需要が労働需要を0 〜乙 i と N Q G O 〜 L ! の水準にとどめているならば，順位指標 G 2 以下 

のものは選択対象とならず，雇用労働の機会を失うことになる。

重層的市場の順位均衡図式によれば，賃金較差の存在する現実の労働市場における失業量の計測 

も可能となる。賃金率灰 1 を基準とするならば失業量は図のめ®2 とぴ抑4 の合計であらわされる。 

これは賃金率なる雇用機会からの失業量とよばれるべきである。賃金率％ を基準にとれば， 

図 の 除 が賃金率灰 2 の雇用機会からの失業量である。

は奶の雇用機会に供給することを拒否する人々の数であり，a 2a 3 はかりに爪の雇用機  

会が可能であっても（現実には順位指標がG i以下だから'^ ! は提示されないが）拒否する人々の〔順位 

指標 G : 以下の）数である。

注 （5 ) 生産関数が要素制限的（factor lim ita tio n a l)であれば，労働の限界生産力は定義できない。 した 

がってここでは一般的な労働生産性という表現を用いておく 0 
( 6 ) 順位均衡の成立する条件についての考察は小尾（1 9 7 8 )に詳しい。
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このようにして重層的労働市場の分析には供給確率関数，順位分布関数，および需要関数が不可 

欠であり，またこの三者によって完全に市場の較差構造とその変化を叙述できることが理解される。

又ケインズがその「一般理論」の冒頭において「非自発的失業」の定義を与えながらその量の計 

測に言及しなかった理由も明らかになる。すなわち，計測のためには賃金較差発生メカニズムの理 

論が必要であるのにそれが当時用意されていなかったためであることがわかる)。

図 1 - 1 で，次に考察されるべき問題は， 人，および 4̂2/3, 人 の そ れ ぞ れ 大 手 賃 金 と 中 小  

賃 金 灰 2 を拒否した人々についてである。 これらは雇用機会を拒否している人々だが，その一部は 

自営就業し，一部は非労働力化（非就業）する。それらの確率は後の供給理論で与えられている。

また 7 V (G 2) 〜W 人の人々は雇用機会から「はずれ」た人々だが，その一部は自営労働に就業し， 

一部は非労働力化するであろう。 自営就業や非労働力化の確率もまた後述の家計労働供給の理論で 

与えられる。

さらに雇用機会に就業した人々（賃 金 率 で o 〜ム！人，灰2 で 〜 l 2 人）の中には同時に自 

営労働にも就業する人々があるだろう。 この兼業の確率も後述の供給理論で与えられる。

〔2 〕 発展過程の分析との関連

途上国の発展プロセスは，自営労働中心の在来産業部門から成る経済体系に近代雇用労働部門が 

導入されることである。図 1 - 1 でさきに企業 1 ， 2 とした部門を近代部門と読みかえれば，L u 
ム2 点で示される近代部門雇用の拡大（z■丨，z<2点の右方への移動）とそれに泮う iV ( G i )，N C X h )点、 

の右方への移動により，発展プロセスは叙述できるわけである。 在来部門の相対的縮小は 7 V (G 2)  
〜N の長さ等の相対的減少で示されることになる。

〔3 〕 政策的課題

政策的かつ理論的問題との関連では，個々の労働者の生産面での技能の向上（いわゆる人的資本投 

資 human capital in v estm en t)がその賃金率の上昇につながりうるかどうかの問題がある。選択順位 

指標分布で示されるような連続的重層市場においては，「人的資本投資」が一斉におこなわれれば，
( 9 )

順位に変化が生じないから，明らかに賃金への影響はありえないことになる。

しかも重層的市場の存在は合衆国での「少数民族」の賃金較差問題を通じてすでに指摘されてい 

る通りであるから，図 1 - 1 のような順位均衡メ力ニズムはすでにもっ とも発展した経済体系とみな 

される国々にも現存していることに注意せねばならない。

注 （7 ) 順位均衡モデルを使うことによって，賃金較差のある市場での「非自発的失業」，「自発的失業」に 

相当する量を定義できる。これについては小尾（1 9 8 3 a )を参照のこと。

( 8 ) 日本の工業化の初期において近代的工業諸部門間に較差が見られ，その後単一部門内部でも企業規 

模間で賃金較差が生じることが知られている。これらの過程は近代一在来の二分割では解明できない。 

図 1 -2のような近代部門間較差構造の発生• 変動理論が要請される。

( 9 )  Thurow (1 9 7 5 )ではこの問題が labor q u e u eの概念によって定性的に叙述されている。
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〔4 ；i 経済全体系の中での重層的労働市場の順位均衡モデル

上記の諸点を相互関連的な概念図でかけば図1 - 2 のように示されよう（ただし左端の資料発生メ力 

ズムの問題は後の第3 節でのベる）。

家計ベースの観測値 
における資料発生メ一 
力ニズムの解明

図 1 - 2 労働供給理論をふくむ順位均衡モデルの経 

済分析体系における位置づけを示す概念図

失業量の計測

失業の定義— (鍵通用

屯層的市場の 

顺位±幻衡モデル

雇用就業と自常就業の 

同時選択機印を叙述す 

る家計の労侧 A 理論

選択順ネ计分布

労働A 要理論

ケインズ一•般理論の 

-労働市場機構にかん 

する分析的輅備

r(金較差の発生と 

:変動のメ力ニズム 

の解明

II
部門（企業規校） 

間での雇用分布 

と分配メカニズ 

ムの解明

途上国の経济発展 
’メ力ニズムの解明

II
f鹿業構造の近代、 

I化 の 問 題 ノ

/人的資本投資の効米- \  
政策的問題—— 体系外からの「労働移入」-* 

\「労働時間短縮」の効果ノ

図 1 - 1 の雇用量 0 〜ム !，iVCGO〜 L 2は有効需要水準に依存するから，ケインズ的有効需要命題

と順位均衡図式を結びつければ，賃金較差を考慮し，また雇用労働と自営労働の別を明示した形で，

ケインズ一般理論の解析的表現が構築されることになる（図 1 -2の右上) 。 事実， われわれはケイン

ズ的有効需要命題をふまえたK E O モデルn と順位均衡モデルを結合させて， 日本経済の全体系モ
(10)

デルを構築して労働時間短縮の政策効果のシミュレーションを行った。

外国からの労働力移入の賃金の水準や較差および雇用への影響の解析もまた重層的市場の順位均 

衡モデルを必要とするであろう。なぜなら「移入労働」が順位指標分布上のどこに位置するかによ 

ってその影響はまったく異るからである。上位に位置すれば例えば以上の適格者を増やし，下 

位 に 位 置 す れ ば 以 下 G 2 以上の部分とか，場合によってはG 2 以下の層を増大させることにな 

る。

注 （1 0 ) こ の 「時短」を中心とした政策シミュレーションは凡£ 0 研究会（1992) にくわしい。ただしこの 

シミュレーション用モデルでは，重層的市場の順位均衡モデルを集計した形で適用している。順位均 

衡モデルの集計については，小尾（1 9 9 1 )を参照。
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第 2節 雇 用 就 業 ，自営就業，雇用自営兼業，

および非労働力化の四者を択一する理論

われわれの家計労働供給の研究はA 型家計を対象として行われてきている。それは就業の最も重 

要で基本的な四者択一の機構を解明するという問題の本質にかなうと同時に最も簡明なケースであ 

ることと， A 型家計は現代において極めてウェイトの高い型の一^^乃至は最も頻度の高い型である 

ことによる。

観測事実の示すところによれば， 家 計 の （非核）構成員の行動は次の 4 つの就業パターンのうち 

のどれかに属している。

( 1 ) 雇用にも自営にも就業しない。

( 2 ) 自営にだけ就業する。

( 3 ) 雇用にだけ就業する。

( 4 ) 雇用と自営業の両方に就業（兼業）する。

したがって供給理論は⑴〜⑷の発生の条件とメ力ニズムを示すものでなければならない0

〔1 〕 就業パターンのきまる条件

核所得が任意の一水準 /  (図 2 - 1 ) にある家計（A 型）を考察対象とする。 妻の自営所得造出力 

( 自営業の限界収入率）を y としこの値を所与とする（図の ta n〜) 。妻にとって開かれた（妻が受諾す 

れば就業が現実に可能となる）雇用機会の賃金率をw  (所与；図の ta n ‘ ）とし，需 要 側 （企業）の指定 

労働時間を h  (所与）とする。

主 体 （妻）が非就業なら f l，自 営 に だ け 就 業 す る と き は 上 の ど こ か ，雇用にだけ就業すると 

きは点ん，雇用と自営を兼業するときはんの間のどこか，にそれぞれ位置することになる。就業パ 

タ一ンの決定メ力ニズムの分析はこれらのどれが選択されるか，その条件の解明にほかならない。

図 2-1

■X
所得
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点 a を通る余暇 0 0 と 所得 i X ) の限界代替率を Q D a d A ) a ， そ の 絶 対 値 を 山 ！しとか 

く。対象とするA 型家計のうちで

\ d X / d A \ a> v
である家計（グループI とよぶ）は 線 上 に 無 差 別 曲 線 と の 接 点 が な い 。反対に

\ d X / d A \ a < v
である家計（グループn ) は 線 上 に 無 差 別 曲 線 と の 接 点 が あ る 。

就業メ力ニズムの解明はグル一プ I ， n の大別からはじめられる。’

(イ） グループ I の家計：

グループ I は無差別曲線との接点が有効領域外にある家計である（図 2-2)0 こ のと き を 通  

る無差別曲線®a と flん（又はその延長）との交点w が A：より上にあるならば点&，f c D 間の点，a B  
間の点のどれよりも点は高位の無差別曲線上に位置することになり主体は a を 選 ぶ （雇用，自営， 

雇用 • 自営兼業のどれも選ばず，非就業を選ぶ)。

(ロ） グループn の家計：

これは， a B 間に無差別曲線との接点ゴがある家計だが， I Iの家計も次のような各ケースに分類 

され，各分類ごとに就業パタ一ンが対応することになる。

( 1 ) 接点ゴが a b 間にある家計（図 2-4)
この種の家計も次の各ケースにわかれる。

接点 J を 通 る （ゴで接する）無 差 別 曲 線 叫 と ak  (又はその延長）との交点をm ' とかく。

⑷ m ，が左より上方にある家計（図 2-4)

注 （1 1 ) 図 2 - 3 のゐノ間に接点はありえないことが観測事実と理論の整合性から知られる。この点について 

は小尾（1983 b ) ，Obi (1987, 1 9 8 8 )を参照。

交点m がんより下にあると（図 2 -3 )，点ゐが選択される（雇用機会にだけ就業)。

図 2-2 図 2-3
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このような家計では四種の就業パターンに照応する各点のうちゴが最高位にある。すなわち自営 

業にのみ就業する。

(b) m , が k より下方にある家計（図 2-5)
⑴ばと k D の交点をゾとかく。 A:ゾ間に無差別曲線との接点はありえない。 したがってA 点が選 

択 （雇用機会にのみ就業）される。

図 2-4 図 2-5

(2) 接点ゴが々より下にある家計 

この種の家計はなお二つに分類される。

図 の k D を上方へ延長してん /  (図 2- 6，2 - 7 ) とする。

線 分 f d 上での無差別曲線との接点を e とかく。

(a) e が k より上方 0 ：/ 間）にある家計（図 2-6)
この家計では，点んが選択される（雇用にだけ就業)。

(b) e がんより下方（ん£ >間）にある家計（図 2-7)
この家計では e が選択される（雇用就業と自営就業を兼業する）。

図 2-6 図 7

以上の分析をまとめると次のようになる。
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1 . (グループI の家計） — 1_i 
点 d が a より上方 —
に 位 置 す る 家 計 一 1_2

— 2-1

2 . (グループn の家計）

点ゴがa より下方一 

に位置する家計

— 2-2

点ゴの労働時間座標（ゴの縦座標を水平線:r からの距離で示したもの；以下同様）を H C d ) とかく。 

d 為、が a より上に（有効域外に）あ る と き は H C d ) くQ と表示される。 a より下にあるときはH  
U ) > 0 と表示される。点m の労働時間座標を尺（m )，点w ' の労働時間座標を丑（w ，），点 e の労 

働時間座標を / / ( e ) でそれぞれ示す。点んと点，の労働時間座標はどちらも指定労働時間方である。 

点 5 とのの労働時間座標はどちらもT  (主体の手持総時間，一日を単位とすれば2 4時間）である。記号 

をこのように定めると，図上で示した各就業パターンの発生する条件は，表 2 - 1 のようにまとめら

O o
ボ ?_1

条 件 就 業 の 型

(1) 丑（r f )< 0 (1-1)
(1-2)

非 就 業 ① 図 2-2 
雇用就業②図 2-3

(2) H ⑷ >Q C2-1) 0 < H C d ) < h 2 .1 .1  
2 .1 .2

H C m O < h 自営就業③図 2-4 
雇用就業④図 2-5

(2-2) T > H C d ^ > h 2.2 .1  
2 .2 .2

H ( . e ' ) < h
H Q e ) > h

雇用就業⑤図 2-6 
雇用と自営を兼業⑥図 2-7

この表からわかるとおり，ま ず / K r f ) の値が条件として大切であり，これにさらに各種の条件 

が併存するときに各種の就業パターンが発生するのであるから，併存する各種条件と丑（ゴ）の値 

の関係を求めておくことが必要になる。

〔2 〕 就業型をきめる 9 ,  f , 中 関数

(イ） U ( d ) く0 である家計におけるH ( m ) と の関係

図 2 - 2 ，2 - 3 で点w とどの労働時間座標の間には図から示唆されるとおり，如と y と/をパラメ

mが k より上方に 

位 置 す る 家 計 _ 
w がんより下方に_ 
位置する家計

d が a p 間に位置一 

する家計

d が p B 間に位置一 

する家計

2 .1 .1
— m 'がA:より上方に 

位置する家計 

2 .1 .2  
— w 'がA より下方に 

位置する家計 

2 .2 .1
- e が k より上方に 

位置する家計 

2 .2 .2  
一 e がんより下方に 

位置する家計

a 点を選択（図 2-2)
'〔非就業〕

. k 点を選択（図 2-3)
〔雇用にだけ就業〕

+ d 点を選択（図 2-4)  
" 〔自営にだけ就業〕

+ k 点を選択（図 2-5) 
" 〔雇用にだけ就業]

k 点を選択（図 2-6) 
〔雇用にだけ就業〕

 ̂ e 点を選択（図 2-7)
〔雇用 • 自営を兼業〕
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タとして，ある関係が成立しているであろう。 これを

(1-1) H(.m)  =  (plH(id^\w,  v, I ; 尸]  関数

とかこう。 ここに，尸は無差別曲線（余暇- 所得選好関数）のパラメタ（集合）である。

ただし，

丑 ( ゴ）< 0
である。

(ロ） / / ( ゴ）> 0 か つ h > H C d ) である家計におけるH C m ' ) と H C d ) の関係

これは表 2 - 1 の （2 - 1 ) の家計にかんする関係である。H Q m ' ) と/ K d ) の間に成立する関係は

(1-2〕 H i m ,' ) = f { H i d ' ) \ w ,  v, I ; 尸] ...... _/■関数

とあらわされる。ただし，

h > H (：d ) > Q

(ハ） H C d ) > Q か つ で あ る 家 計 に お け る と 丑 （e ) の関係 

これは表 2 - 1 の （2 - 2 ) の家計にかんする関係である0 H C e ) と H Q d ) の関係を 

(1-3) HQe^=<plH<id^\w,  v \  r ] …… 0 関数 

としよう。ただし，

H C d ^ > h

〔3 〕 関数供，，，0 によ y きまる就業パターン

(イ） % / ，中 関数の図示について

図 2-8 (注）

(注） 表 2-1のケース②が発生しない場合を示している。
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w, v を所与として， % / ，4 >が単調増加関数ならば，それぞれ図 2 - 8 の a a ’， r f のような
(1 3 )

形であらわされる。そ し て a a 1 曲線と a ? 曲線は a ' 点を共有していることに注意したい。

また，a ! 点は横軸 " （ゴ）の零原点にたてた垂線上にあるが，こ の a ' が図のように万より下
(1 4 )

に位置していることにも注意したい。

(ロ） 各種就業パターン発生の条件

四種類の就業パターン，⑴非就業，⑵自営にだけ就業，⑶雇用にだけ就業，⑷雇用と自営を兼業， 

が発生する条件とメカニズムは，図 2 - 8 と H i d ) の分布をくみ合わせた図 2 - 9 で完全に示すこ 

とができる。図 2 - 9 の第 1 ，2 象限は図 2 - 8 をそのままうつしたものであり，第 3 ,  4 象限は表 2-1  
に掲げた H i d )  ( H ( d ) は図2 - 1 の o B 線上の無差別曲線との接点における労働時間座標の値）の家計間 

でのちらばりをあらわすH i d ) 分布を示している。 線上に接点のない家計においては" （ゴ） 

の値は負である。 したがって接点のない家計数（A 型家計であるから妻の数）の比率は図 2 - 9 の第 3 
象 限 の 分 布 の 面積で示される。接点をもつ家計の比率は第4 象限の面積 5 2, S 3, S i の和で与え 

られる。

図 2-9 (注）

注 （1 2 ) 単調増加関数が観測事実と整合する。この点については小尾（1983b) p. 2 6 9に詳しい。

(13) a，点の共有については小尾（1983b) p. 2 67を参照。

( 1 4 ) ゲがみより下方に位置するべきであることもまた観測事実との整合性から帰結される。この点は 

小尾 (1983 b )  p. 2 6 9を参照。
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就業条件をまとめた表 2 - 1 から，ま ず H C d ) が 負 で H ( j n ) が h より小さい妻の比率（家計 

数の比率；以下同様）は，図 2 - 9 の第 3 象 限 の 收 ' 曲 線 と H i d ) 分布を照応させてみることによ 

って，S ' であることがわかる。S i は雇用にも自営にも非就業（就業パターン⑴）である確率を与え 

る。

同じ様に表 2 - 1 と 図 2 - 9 を照応させて， 図 2 - 9 の第 4 象限の面積 S 2 が自営にだけ就業する 

(就業パターン⑵）確 率 と か く ）を与えることがわかる。

次に雇用にだけ就業して自営に就業しないという現象は表 2 - 1 の （2 . 1 . 2 ) と （2 .2 .1 ) の両ケ 

—スで発生するのであるから，図 2 - 9 の a ，玲 曲線の I \ P 2 部 分 と が 曲線の p 3p 4 部分に該当す 

る家計（妻数）比率面積 S 3 が雇用にだけ就業（就業パターン⑶）する確率（ダとかく）を与える。

雇 用 • 自営を兼業する妻の発生する条件は表2 - 1 の （2 . 2 . 2 ) のケースであるから，図 2 - 9 の面 

積 S 4 が，雇 用 • 自営兼業（就業パターン⑷）の 確 率 （ダd とかく）を与える0 
上述の記号によれば，もちろん

( 1 - 4 ) ， 十ダ+ ダ3 + 非就業確率三1 
である。

(ハ） w, v, h が 図 2 - 9 に与える影響

はじめに確認したとおり，余暇 - 所得選好関数のパラメタが所与のもとで図2 - 9 の a a '，a '^,曲 

線の位匱は雇用機会の賃金率W と自営機会の収入率z;および核所得 / の値が変れば動く。び'曲線 

の位置は，w, v および指定労働時間h の値が変れば動く。

の 分 布 （密度）曲線の形は選好関数のパラメタ（家計間での選好パラメタの差をあらわす分布
.し C15)

関数のパラメタ（例えば分散）も含む）を所与とすれば，固定される。

したがって，図 2 - 9 で就業確率をあらわす& ，S 2, S 3, 5 4 の面積は，選好パラメタを所与とする 

とき，w ,  V，I , および石の値が変るとともに変ることが明らかである。

〔4 〕 れ /■，必関数の導出

所与の選好関数

( 2 - 1 ) Q) = - ^ ~ T i X 2+ T 2 X + T 3 X A + T 4 A + - ^ - T 5 A 2 

のもとでの % f , 中 関数を導く。ただし，尤は所得，バは余暇である。

⑴ P 関数

はじめに X ，A 平面での a B 線の方程式は，みを労働時間（自営労働) ， y を収入率として，] 
( 2 -2 )  X = I + v h \  h三 T - A

注 （15) / / ( d )の分布曲線の形については（2 -50)，（2 - 5 1 )式を参照。
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( 2 - 2 ) を制約として（2 - 1 ) を最大にすれば，図 2 - 1 の 線 上 の co曲線との接点の労働時間座標

H ( j O が次のように求められる。

(2  一 幻

さてP 関数とは図 2 - 2 の破線上における無差別曲線との接点の労働時間座標（マイナス）と， 

a を通る⑴a が a k と交る点w の労働時間座標H ( _ m )の関係を指す。 したかってH C d )  く0 のとき>■ 
上 の （2 - 3 ) 式は P 関数における ! K d ) を与える。H ( x O の値は家計間で J Uの値が異るにつれて 

異(笑)。H C d )  く Q は，そのような H Q O を与えるハの値をもつ家計群を対象にしていることを意 

味する。

次 に H O n ) を求める。o>a は X = I ，A = T なる点 a を通るから，これらを（2 -1 ) に代入して 

( 2 -4 )  w ^ - ^ - r i P + r z i + r z l T + n T + ^ r n T 2

故 に Q)a 曲線の方程式は

( 2 - 5)  ( o ^ - ^ - r i X ^ r i X + n X A ^ r i A + ^ - n A 2

である。た だ し (oa は C 2 - 4 )で与えられる。

交点m  (図 2- 2) の労働時間座標は 

(2 -6 )  X = I + w h
と （2 - 5 ) を連立してみについて解いて得られる。 これを/ K w ) とかいて

(2 - 7 )  H Qm - ) - ^ ~ T ^ + r z ) i - Q r 2 + r 3 T ^ w + r i + r i T  
—̂ -(7*iW2~2T3 w+T b)

家 計 間 で （2 - 3 ) の H ( x O の値が家計間で相異るのも（2 - 7 ) の i K m ) が相異るのも，n の家 

計間での差によるから，（2 - 3 ) と （2 - 7 ) か ら r * を消去することによって， p 関数が求められる。 

すなわち，

。⑷ 則 = 说 語 ， ⑷ +  2 (づ ……口関数

ただし，（2 - 8 ) において H C d ) くQ である。

(ロ） /関数

図 2 - 4 ，2 - 5 で 線 上 の ゴ で 接 す る 無 差 別 曲 線 ①d (図参照）が a k 又はその延長と交る点w ’ 
( の労働時間座標丑（m ' ) ) とゴ点の労働時間座標 / K ゴ）の間の関係がズ関数である。H i d ) はさき

注 （1 6 ) 家計間で選好関数のパラメタn の値が異るという仮説が観測事実と整合的である。この点につい 

ては小尾 （1983b) を参照。
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の （2 - 3 ) 式で与えられるが，ここでは

(2-9) H Q O > 0  
の領域が対象とされている。接点 d の座標は 

(2- 10)  X = I + v . H i d )
( 2 - 1 1 ) A =  T - f f ( d )

である。 もちろん丑 (め は （2 - 3 ) で与えられる（ただし好U ) > 0 ) o 曲線の指標は，これらの

座 標 値 を （2-1) の選好関数に代入して

(2 -1 2 )  ^ d = ~ Y - r i C l + v H C d ' ) ' ) 2+ r 2 C l + v H C d ' ) ' )

+ n a + v H ( d ^ C T - H C d ^ + n Q T - H C d ' ) ' )

よって ®d 曲 線 の 方 程 式 は 左 辺 の を （2-12) として 

(2-13) (Od. = ~2~TiX 2 +  T2X+T3XA~\-T4A-\^-TsA2

次 に a k 又はその延長の方程式は 

(2-14) X = I + w h
たたし，h三 T —A

H Q m O は （2 - 1 3 )と （2 - 1 4 )を連立してみについて解いて求められる。すなわち，

C2-15) I Q r i w - r z ^ I + Q r i + n T ^ w - r i - n T ^

±  [ [(7"i如 一 7*3)/ + 0*2+7*3 ア）w  7*4 一 7*5 了] 2—2(アi w2—27*3 7*5)

• \ ^ - T \ I 2+ i 7 2 + T z T ' )  I + T i T + - ^ ~ T 5 T 2— U + v H Q d ^ V

+ r 2 [ l + v H C d ^ ] + n U + v H < ：d ^ [ T - H C d ^ ] + r i [ T - H ( . d ^  

+ ~ - r d T ~ H C d )  ]2}卩 -------^ - 4 ~ ~2 j 」 r i如2 一 2 た如+ 『5

た だ し H Q O は （2 - 3 ) で与えられる。（2 - 1 5 )からわかる通りH  Q n O はニ根あるが，大きい方 

の値をとる。（2 - 1 5 )を整理してかくと，

(2-16、 H  — [(ハ如 7*3)/+(7~2+7~3ア）如一了i —?*5ア]~~ V D  (.7i)
r\W2—2r3W+rs

となる0 こ こ に Z K rO は

(2-16') D ( j i ) =  {(TiW—r ^ I+ C T i + T iT ^ w —TA—r b T } 2
—2 ( j \ i v 2~ 2  Tiw+Tb)^  — v^*( 2 i +  vh*)—Tzvh*

 34 ( 7 5 4 ) ------



+ n h * a + v  T +  v h l  +  nh*+ -—-nh* (2 T -  h*) }

なお，ここで記号 h * は （2-3) 式 の H i d ) の値の略記である。

( 2 - 1 6 )と （2 - 3 ) に共通に含まれるn をこのニ式から消去すれば，そ れ が / 関数である。すな 

わち，

(2 _ 17) 丑 ( へ ; ，三2 ユ ……/ 赚

ただし

(2-17’） K :=( jw~v) ( j i I^-T2JrTzT') — ( j i v2 -2TzV-\-Ti)h*
(2-17〃） D = ( j w ~ v )  {(jw—v)(jiI-\-T2Ĵ TzT')2

_ 2 ( n J + r 2+ r 3T ) O i y 2— 2ァ3”+ ァ5)が 

+  (jiV2—2TzvJrT{) [2厂3— t O] (み*)2}
こ こ に h * は （2 - 3 ) 式 の H Q O の略記である。

H  0関数

少関数は， 線上の接点ゴの労働時間座標 i / ( d ) が万より大きい家計において，H C d ) と/ / )  
線上の無差別曲線の接点e (図 2~€，2 - 7 )の労働時間座標H Q e )の関係を示すものである。

ま ず H C d ) は （2 - 3 ) 式で与えられるが，このとき，H ( 4 ) > R の領域が対象となる。 つぎに 

H i e ) を求める。 k 点、(図 2-6, 2-7) の座標は 

(2-18) X = I + w h  
(2-180 A = T - h  

である。/ D 直線の方程式は， み を /£>線上の労働時間座標として 

(2-19) X = I + ( ^ w —v)h +  vh 
である。H i e ) を求めるには（2 - 1 9 )式の制約のもとで，（2-1) 式 の を 最 大 に すればよい。すな 

わち

rn n(^  j r f  -s — iyxv—f'd [ /+ (< « —y ) h] —Qr2+T3T^)v+Ti+T5T(2 -2 0 )  H i e ) -  riV2 _ 2 u v + n

こ の / K e ) と H i d ) の関係が沪関数であるから，（2 - 2 0 ) と （2 - 3 ) から共通のパラメタ r< を 

消去して，

(2-21) H i e  ト  H U ) -  ……や関数

(17)
となる。 こ こ に 丑 石 で あ る 。 必関数には / が含まれていないことが特徴である。

注 （1 7 ) び' 曲線の形は核所得ノの影響をうけない。これは出が2 次関数であることによる。
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〔5 〕 切 と g4 の座標

供給確率ダ，[ i \  fie dの値を求めるには，H C d ) の密度分布曲線を定積分して面積&，S2, S3, 5* 
を計算することになる。そのためには定積分の領域を与える点の，みおよび分布の上限<2点の座標 

を求めておかねばならない。

⑷ 仍 の座標

/ 関 数 " ( 挑’）= ズ [丑 (ゴ）丨《;，v, I , 尸] の左辺の H i m ' ) を E に等しくおき，H C d) について 

解くとヴ1 の座標が求められる。（2 - 1 7 )の/から

細 ト ^ 1
ただし

(2-17’） K ^ ( . w —v ) ( j \ I JrT2+T-iT')—Q(.v')h*
(2-17〃） D = C w ~ v )  K w —v) ( j i I + T 2 + T 3 T y

—2(jiI-\-T2-1rTiT^) , Q(.v')h*+Q(jv') \2y3 ~ T i (.w ~ v)~\ (A*)2}
また，

(2-23) QQw^)=Titv2—2t3W-\~T5 
(2-230 QQv) ^ T iV2~ 2  7*3̂ +7"5

と記してある。

( 2 - 2 2 )を h * について解けばよい。 これは整理して，

(2-22’） QQv) • (が) 2—2 Q Q v)h t h * + h \ .Q ( iw )h  +  2( ,w — v ) ( j i I + T 2 + T z T ' ) ' ] = Q  
となるから，この2 次方程式の根 h * を求める。（2 - 2 2 ' )を略記して，

(2-22 ガ） iKv)  • O H 2 - 2 i K v )  .Eh* +  B*=Q  
と記す。 ここに

B ^ h i Q Q v ^ h  +  l i w - v ^ C r d + r i + n T ^
である。根を求めると，

(2-24) h*= DX 如)み土 Vi^Xm；) ] 2^ ) 2- ^ ^ ；) .
= 方士 ノ Qi)2 — B 2 /  Q{vu)

ま た h * < h であるから，q i の座 標 は （2 - 2 4 )の 2 根のうち小さい方をとる。 こ の 値 を 丑 と  

かくと，

( 2 - 2 5 ) 細 ，= ト ゾ に 幽 ⑷ 砂 マ ))(他 -+」迎

(ロ） q i の座標

0 関 数 H e =  ( p [ H C d ) \w ,  v \  ( ( 2 - 2 1 )又 は （ト3 ) 式）において，左 辺 の 私 を 石 に 等置して，こ
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.れ を HXd) について解 け ば q i の座標が求められる。すなわち，解 を H Q H とかいて，

(2-26) H C d ^ = h [ l +  げ1H  

H 点 の 座 標

H i d ' ) 分布の上限値点 fl (図 2 - 9 ) を求める。それには対象とする家計群の中で余暇の限界効用 

曲線の截片ハが最小のものの値 h m inを i K d ) 式 （( 2 - 3 )式）に代入すればよい。すなわち a 点 

、の労働時間座標をH Q D a とかいて

C2-27) H C d \ =  - C r ^ - r 3 ) / - C r 2+ r 3 r )t> + r 4m："+r_5r

(18)
〔6 〕 四者択一のA 型家計モデルにおいて選好パラメタに新しく追加される条件

四者択一モデルでは次の諸条件が追加される（図 2 - 9 参照)。

⑴ 9 関数の勾配が正であること0
⑵ 《ゲ 曲 線 と 曲 線 は 点 a ' を共有し，かつ，a，点は石より下にあること。

(3 )仍点は正で点 q3 (その座標はI に等しい）より左にあること。

⑷ Q4点 は点 の よ り 右 に a より左にあること。

⑴は P 関 数 の H i d ) の係数が正であることを要求している。 したがって，（2-8) 式から 

( R - l )  2 Q Q v ) / Q Q w ) > 0  又は 

( R - 1 0  QQv) -Q( .w) >Q  
が条件として課せられる。た だ し iX w )，Q i v ) は （2-23 )，（2-23' ) の定義による。

(2)は，丑 (め = 0 において妒関数と / 関数は値が等しいこと，かつその値は0 とみの間にあるこ 

.とを意味している。すなわち，

0 < ^ [i/C r f)= 0 ] = / [丑 (め = 0 ] < h  
沪 関 数 （2 - 8 ) 式 で H C d ) = 0 とおけばP の 値 （丑(》0 の値）は 2(y-M ；)(ra+r2+7"3：r)AJXM0 

.となる。また / 関 数 （2 - 1 7 )式 で 丑 0 0 = 0 とおくと，HCm，) の 値 （/ の値）は，.
(R -2 )  i ~ K * — V D*)/Qiw')

ただし，

K * ^ C . w ~  v ) ( j i I ' srT2.JrT2T')
^ R - 2 0 D * = C w ~ i i )  {Qw—v )( j i I + T2 ' ^ T 3 T ^ i }

注 （1 8 ) ここでは四者択一理論を扱っているが，これより単純化された雇用就業と非就業の二者択一のケー 

スにかんするモデルと観測事実の整合性のうえからすでに次の条件が要求されることがわかっている。

(a) ff>0, (b) 2 次選好関数を採用するとき核所得の増加に対して非核の最適供給時間は減少，（c) 
所得および余暇の限界効用は正，（d ) 余暇〜所得無差別曲線は原点に対して凸。

これらの条件についての詳しい分析は小尾（1 9 8 3 b )およびObi (1987，1 9 8 8 )を参照のこと。
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である。 このニ式から

D* 三 a r y
となる。HXd)  =  Q における / の値はこれを（R -2 ) に代入して

—2 K*/Q^w)
であり， これは次のようにあらわせる。

—2 ( , w - v ) ( y J + r 2 + r i T ' ) / Q i w ' )
この値は実際上記のH  (d )  =  Q における妒関数の値に等しい。 この値が， 0 と方の間にあるとい 

う条件は，

(R -3 )  0 < - 2 C w - v X r J + r 2 + r 3T ) / Q C w ) < h
である。 この不等式の左のニ項から

0 < —2(.w—v)(r \I+72+r3T} /Q( iw)
(19)

よって，M；>  Wなる条件のもとで

(R -4 )  Cn/+r2+r3T)i3CM；) < o  
が要求される。また，不等式の右のニ項

—2 C w - v ) ( . r i i + r 2 + r 3 T ^ / Q C w ' )  < h
から，'

(R -5 )  i w —v ) { r J + r 2 + r z T ' ) / h / 2
この関係から二つのケースが区別される。

第一に，D (m ;)> 0ならば，

(R -6 .1 )  i w —v) Q r J + r z + r z T ^ y ^ - Q C w ' )
第二に， く0 のときは

(R -6 .2 )  { w —v)  0*1/+ア2 +厂3ア）く—■̂~QCw)

が要求される条件である。

ところで，選好関数

^  = ~ 2 ~ T i X 2+ t 2X + T 3A X + T a A - \ - - y~T5A2 

において，所得^:の限界効用は，

d(o/dX =  T iX+r2+r3A
である。 ここで非核構成員（A型家計の妻）が非就業であるときは z = / ,  J = ：T であるから，そのと 

きの所得の限界効用は

( . d c o / d X ' ) x = i = r i I + T 2 + r 3 T

注 （19) V は自営収入機会の収入率でV のもとでは最適供給時間が選べる（指定時間による拘束がない）力V 

ら，もしv > 如なら自営就業だけ選び雇用に従事する動機は皆無となる。故 に は 自 明 で あ る 。
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となる。従って上記の制約に入ってきているO i/+ r 2 + r 3 ：r ) という項は非核が非就業のときの家 

計の所得の限界効用に他ならない。であるから，当然 

( R - 7 ) , l / + , 2  +  , 3ア〉0 
である。 よって（R - 4 ) から 

C R -8 ) Q i w )  < 0  
でなければならないことがわかる。

こ こ で （R - 3 ) 式の右側の二つの項に着目すると，これは

Qw—v)  0 * 1 /+ア2+?*3ア）/ Q(.w)~> —h / 2  
C R -8) によって，左辺の分母は負で，

( R - 9 )  Qw—v') ( 7*1/ + 7*2+7*3 7 " )< — ^- ' D ( . u 0

ま た （R - 8) と （R - 1 0 から 

( R - 1 0 )  Q ( . v ) < 0  
この条件は（R - 1 0 と代替的である。

条件の (3)，すな わ ち 「の 点 は 正 か つ q3 より左にあるべきこと」は，次のような形で与えられる。 

まずの 点 の 座 標 は （2 - 2 5 ) 式で与えられたが根号の中が正であり，か つ Q C H C d W b であるた 

めには，

( R - 1 1 ) —(石) 2く一方{Q^w^h -\-2Qiv~ v ) ( j \I-\- j  2Jr7^T')}  /  < 0
また i X w ) < 0 ( R - 8 )と iX w ) . iX t O > 0 ( R - r )の要請から，（R -10) ^ C v X O がみたされてい 

なければならないから，

( R - 1 2 ) — (方) 2i2 (y)〉~ h  {Q{.w')h-\-2(.w—v ) 〉0
が，

0 < H ( . d ^ qi< h
の成立するための条件である。

「点分4 の座標が石より大きく  より小さい」という条件は次のようにあらわされる。

Q i の 座 標 H O T )如は （2 - 2 6 ) 式で与えられている。故に，

( R - 1 3 )  h < h +  (.Tiv—rz) ( .w—v )h / QCv )
又は，

( R - 1 3 0  ( j i v —r ^ ( . w —v ) h / Q ( . v ) > Q  
の座標は（2 - 2 7 ) 式で与えられており，これと H Q d ) q i の 式 （2 - 2 6 ) 式から，

'■■■> , 1  i w —v ) ( j \ V —Tz)h ^  — ( T 2 + T 3 T ' ) v + r i m'n+ T 5 T
( R ~ 1 4 )  h + — ^ --------------------------------

が要求される制約であることがわかる。

ま た （R -1 3，） と共 に （R - 1 0 ) で G O X O が要求されているから，（R - 1 3 0 の要請は
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(R -1 5 ) Tiv—T3<0
を意味していることがわかる（ただし，如1 > 0 )。

こ こ で （R - 1 5 )は 7*3が正であるときは任意のy に対して充足されていることがわかる i w >  
のもとで）。

〔7 〕 供給確率関数

図 2 - 9 で考察したところによると，供給確率関数を求めるには， の確率密度分布とゲ 

曲 線 （/ 関数）お よ び 1 7 ' 曲 線 （4 関数）の解析的な形がわかればよい。

すなわちまずザ を与える関数はH  Q 0 分布を図の 0 から仍まで定積分することで得られる 

が，このな1 点は / 関数において左辺のH C m ' )を万に等置して H ( j D について解いて求められ 

る。 ダ 関 数 は HCd) 分 布 を の か ら 屮 まで定積分すれば求められる。そ し て み は必関数の左 

辺 の i / ( e ) を h に 等置して H ( j f ) について解くことによって求められる。f f d 関 数 は H Q D 分 

布 を q i から分布の上限G まで定積分して求められる。

(イ） q i の座標

ズ関数は（2 - 1 7 ) 式からわかる通りハ，7*2, 
して

(2 -2 8 )  H Q m ' ) = f { H Q D ，TuT2，h ，

と表わそう。 この左辺を万に等しくおくと， 

(2 -2 9 )  h = f { H i d ' ) ,  n ，72, fz, Tslv,
f れを i / W ) について解くと，

(2 -3 0 )  / / ( めの= / _1{ n ，7*2, Tz, Ti\v,

7*3，T s と V, w, h , 1 をふくんでいるのでこれを表示 

T5\v, w, h, 1 } ただし，H C d ) > 0  

iv, h, / }

w, h, 1}
を得る。 ここに丑 0 0 のは q i 点の座標を示す。

(ロ） qt の座標

必関数は n ，n ,  r s と v, w, h を含んでいるから，これを

(2-40) HCe)=4, [H(.d},  ru 7*3, Tslv, w,  h\  ただし  H Q O > h  
と表わす。 この左辺をh に等置して H ( x O について解く。すなわちまず 

(2-41) h=(p {HQd'), Tu 1% Ti\v, w, h]
これを H ( x O について解くと

(2-42) H C d ^ g ^ ^ H r u  Tzy 7*5 jy，w, h]
を得る。 ここに //'(^ 0のはヴ 4 点の座標をあらわす。

(ハ） B X d ) の分布関数
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H U ) は （2 -3 ) 式により

( 2 - 4 3 ) 丑（ゴ）= —如 亡 ⑷ と (g(^)r37> +r4+r5J -

右辺分子の 7*4の値は家計間で異る。第 ?•家 計 の ハ の 値 ，パ を ，rS，? 4 を定数として，

(2 -4 4 )  y \ = y \ - \ - y \ U i
(20)

であらわす。U i は対数正規分布（log-normal d istr ib u tio n )に従う確率変数である。

U i の （密度）分布を添字 i を省いて，

(2 -4 5 )  I Cv, (Tu)
とあらわそう。ou は標準偏差である。

( 2 - 4 4 ) を適用して，（2 -4 3) 式は

(2 -4 5 ) H r __ — ( j \V—T^)I— ( j 2+T ^Tノ” + f4  u + y l + T ^ T
Q(ji)

これを《について解けば

(2 -4 6 )  u = ~ r —{QCv')'HCd^) +  (.TiV—T3)I+(.T2+T3T^v—T° ~T^T]
となる。 これを次のように略記しよう。

(2 -4 7 )  u = u { H O O ,  r i , T 2, n ,  Ti, r l ,  Ti\v,  1}
( 2 - 4 6 ) 式から

(2 -4 8 )  d u = - y - { Q ( . v )  • d H (<i)}

( 2 - 4 7 ) を （2 - 4 5 ) に代入して，（2 -4 8) を使うと

(2-49) lCu)，du=l[u{HCd)，n , 72, 73, 7i, rS, rsl v, 1}a] »j d^ j 、- \ d H GO

から，

(2 -5 0 )  K u ) ' d u = l H ^ { H i d ' ) ,  Tu 7*2, 7*3, Ta, r l ,  n \ v ,  I, a] «| - ^ Q i v )  ^dHid ' )

となって， 《の分布は H Q O の分布に変換される。すなわちこの式の右辺が因 2 - 9 の H Q O 分 

布の解析的表示である。それを

(2 -5 1 )  Tu T2, Ts, 74, T°*, Tslv, I, a]
と略記する。H Q O 分布はw に対して不変であることがわかる。

㈡ 供給確率関数の導出

注 （20) u は対数正規分布log normal distributionに従うという設定を採用する根拠は小尾〔1983 b ) に詳 

述されている。
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供給確率関数は上の / • 関数の定積分である。 ま ず ゲ は，（2 - 5 1 )の I * を 0 か ら も 点までの

積分

rHid^qi(2-52) Md=) n / K ゴ），n, 72, n,  ?4, r l  n \ v ,  I, <r].dHCd)

で求められる。積分上限 J K d ) g iは （2 - 3 0 )式で与えられる。

ダ は （2 - 5 1 )の /• を の か ら み 点まで積分して求められる。すなわち

卢(めの(2-53) fie= \  ViHid'),  Tu 7*2, Tz, T i ,パ，T^\v, I, <r}.dHQO

である。積分上限 脚 ) 如 は （2 - 4 2 )式で与えられる。

雇 用 • 自営を兼ねる確率ポ は，r を の か ら 上 限 （c 又はo o )まで積分して求められる。

(2-54) fied =  ̂  r i H ( d \  Tu ア2, Tz, ?4, rl, Tslv, I, a}-dHXd)

三種の供給確率関数において，w と万は明示されていないが，それは積分限界の / K d )の と丑  

が，それ ぞ れ （2 - 3 0 )式 お よ び （2 - 4 2 )式に示すようにw;を含んでいるから，結局供給確率 

関 数 は w，y，/ お よ び 石 を （外生）変数としてふくむことになる。 これを改めて示せば，

(2-55) /id= ^ d[ ( r i } ,び，v, w, I, h]
( 2 - 5 6 ) ダ= ダ [{，<}，び，v, w, I, h]
(2-57) Med= ^ edl ( r i } , ぴ，v, w, I, h]

である。ただし， {ハ} は n ，72, 73, Ti, rl, T sの集合を示す。

第 3 節資料発生機構

同じ / 核所得階層（/ = む）に属しているA 型家計群を考えよう。 その家計数（非核構成員すなわち 

妻の数）が 図 卜 1 の OiV (人）であるとしよう。 この核所得階層の雇用就業比率（雇用就業の非核数 

+ 非核構成員数）の観測値を fie0 B Sとする。雇用就業している妻の雇用賃金率は一般的には互に異 

り分散しているであろう。 問題の本質を損わずに簡単化するため二つの機 会 奶 ，W2 にちらばっ 

ており，讯 の も の は 0 ム 人 ， W 2 のものは TVCG!)〜ム人であるとする（簡単のために，指定労働 

時間万と自営収入率》は共通だとする）。そこで，（2 -5 6) から

( 3 - 1 ) 0 ム（人）= [ 0 〜 人 X ダ [ ひ山び，v, Wu I j ,  h\
である。また，

( 3 - 2 )  [ iV (G i)〜ム ]人= L/VCGi)〜7V(G2) ] 人X ダ [ {ハ} ，び，v, W2, I j ,  h\
である。 したかって，[^OBSの値は，

(3-3) ぬ邮三 0 ム人 + [はじ1-ノ-〜_ム2]と= {[0〜iV(G)]人X//[{ri}，び，V，恥，Ij, K]
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+  [7V(G1) 〜iVCG2) ] 人X ダ [{r i}，ぴ，y, w 2, I j , 幻 } — O iV人 

となる。 この値はまた，

( 3 - 4 ) ズ哪 =ダ [ in }，び，V, Wu Ij,  h ] [ 0— A-

+ ダ [ { r J ，び，V，W 2, I j ,  h\  ^ G i ) - A ^ ( g 2) ]A ,

とかける。 职 と w 2 に対するダの二つの値の一種加重平均に類似した形になっているが，しか 

し，図 1 - 1 N i G 。〜N の部分がゼロでないかぎり，正確には加重平均ではない。図の点A^〔G 2)  
が# に一致するという状態は，雇用需要の拡大の結果として，適格労働の順位指標がその最小値に 

まで低下した状態に他ならない。 これは一種の「完全雇用」に準ずる状態と解することもできよう 

( しかし，なお依然として賃金較差が存在するという点で教科書的等質競争市場の完全雇用とは異なるo この状 

態にかんする考察はここでは立入らない）。

もし紙 G d 〜N が無視できる程度（観測誤差の範囲に含まれる程度）に小さく，かつまた 

( 3 - 5 )  [ 0  〜7 V ( G i) ] a /ム ⑷ = i N i G d  〜N i G 2y \ "  U i K )
が成立していれば，M o b s は ダ [ W , び，V, W i , I j ,  h ~ \とダ [ {，J ,  O, v, W 2, I j ,  M ] をそれぞれL u  
L z で加重した平均値に等しくなる。

ところで上記の条件が成立するということは実は二つの供給確率が相等しいということにほかな 

らない。 したがって，核所得階層//の中における非核構成員の賃金率が互に似ておりその分散が 

無視できるほど小さいなら，上記の条件はよい近値で成立するということである。

以上の考察から観測資料で求められた“ と供給確率関数の関係が理解された。f 4 BS はわれ 

われが本当に知りたい供給確率の値とはこの条件から離れる程度に応じて乖離をもつことになる。 

乖離が無視できないということになれば，それは供給確率関数の（その基礎にある選好パラメタの） 

計測を行うために図 1 - 1 全体に照応する，つまり，労働需要メカニズムと供給メカニズムの複合と 

しての同時決定メ力ニズムを考慮した計測（simultaneous e s t im a tio n )が要求されるということにな 

る。通常の教科書的処方戔としてはそうなるけれども，われわれはここに対象としている家計の労 

働供給理論の特性にたちもどって注目する必要がある。例えば古典的な事例として価格と数量の資 

料を使って需要関数を計測する問題を考えよう。 このばあい需要曲線の勾配が負であることだけが 

a priori r e s tr ic t io nとして課せられているならば，通常指摘されるように単純な推定法（例えば古 

典的最小二乗法）による推定値は偏り（“Haavelmo Bias”）をもち，需要，供給両関数を明示的に考慮 

した構造（同時〕推定法が要求されるであろう。 しかし，もし何らかの事情で需要関数の勾配が， 

ある特定の数値のせまい範囲の中にあることが要請されていたり，あるいは需要曲線（直線として） 

の截片と勾配の間にきびし I 、制約関係が課せられていたならば，上記の偏りのおそれは殆ど解消し 

てしまうであろう。われわれのケースもこれと全く類似的な状況にある。通常のマクロ計量モデル 

の計測のばあいによくみられるようなアプリオリ情報の乏しいケースと異り，家計の労働供給理論 

はその自律性の高い構成の故に，前節にみた通りの極めてきびしい等式•不等式からなる制約条件
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( 〔6 〕の ：X を付した諸式は制約条件に直接関連している）が選好パラメタの間に課せられている。そし

てこのことか，この種の情報の之しいばあいに生じる問題------推定値の偏り  を実質的に無視で

きる状態をつくり出しているのである。

第 4 節 労 働 市 場 の 順 位 均 衡 モ デ ル に お け る 需 給 両 側 面 の  

理論構成の（非 ）対称性について —— 補論 ——

供給関数の全体系における位置づけという点からも，また観測資料の発生機構の理解という点か 

らも，供給確率関数とそれをふくむ順位均衡モデルは密接な関連にある。 この順位均衡モデルの中 

で，供給側の行動については一種の臨界値（threshold) としての最低供給価格が重要な役割をはた 

している。それに対して，需要側においては臨界値的概念は登場しないのかどうか，この点を考察 

するのがこの補論の目的である。

一企業を考えよう。その資金の初期保有量 を F q ，資金から収益率（利子率）を :T で示す。企業は 

F0 を使って収益 F0r をあげるか，又は労働を雇用することによって生産を行って収益をあげるか 

の選択に直面しているとしよう。

表 4-1
資金量からの収益 生産からの収益 収 益 合 計

雇用しないとき For 0 For
雇用するとき iF ^ ~ A F )r p A Q ~ A F CFq— p AQ — AF

雇用を行わなければ資金運用からの収益はF0r で，生産からの収益はゼロ，収益合計は F0r と 

な る (表4 - 1 参照)。

労働を Jムだけ雇用すれば，そ れ に よ る 生 産 増 を と か け ば ，生産関数をひであらわし良い近 

似で

(4 —1) JQ = g (J L )
である。ただし，J F = 0 のとき立L = 0 ; 故 に z/Q==0である。雇用のための費用立F は賃金率を 

PFとして，

( 4 - 2 )  J F = W - J L  
となる。 このときの収益合計をJTで示すと

(4 —3) t z =  {C-Fo—JF)r} +  {p^gCAD — JF}
= {(-^o— W m J D  • r] +  { p ' g i d D — W ' J L }

もちろん J L = 0 なら，冗= F o r である。

ところで雇用した方が有利である状態は，

(4 _ 4) ForK (i*o— W' AlS)r-\-p^gQAlS) _  W ' d L
であらわされる。 これは変形して
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(4  — 4’） For For— W' JL( , l  +  r^)+ p mg(_JL)
であるから，

( 4 - 5 ) p . g C j L ) -> nA L ( l  +  r )

を得る。すなわち灰の値が不等式の左辺より大きくては雇用しない方が有利である。 したがって定 

義によって左辺の

(ト の W B T

が労働に対する最高需要価格である。 ここで 0G JL)ん1L (図 4—1) は労働の平均生産力に他ならな 

図 4-1 い。故に，労働の最高需要価格は :r で割引いた

平均生産力である。 ここまで /̂ム は ，L = 0 ,  
Q = 0 の原点から計ったものとしてあるが， 図 

の5 点のム>，Q 0 か ら /IL, A Q を計るものと 

すれば，上 の g ( J L ) / 4 L は限界生産力である。 

そのように計るならば，労働の最高需要価格は 

労働の限界生産力に他ならない。 したがって労 

働需要曲線は限界生産力曲線そのものであると 

いうことになる。すなわち，特に分析上で労働 

の最高需要価格の特別な定義を与える必要はないのである。 このように需給両面の理論構成に非对 

称性が現れる。
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